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［要旨］東アジア・東南アジア諸国では、この10年間に約2倍増という速度で大気汚染ガスや温室

効果ガスの排出量が増加している。大気汚染規制と温室効果ガス排出削減の政策を実施するため

には、地域・都市スケールでの排出量を正確に見積もることが特に重要となっている。そのため

本研究では、東アジア地域における大気多成分（主として二酸化炭素等の温室効果ガス）の発生・

吸収の空間分布（フラックス）を定量的に解析及び導出する手法を確立することを目的としてい

る。 

平成20年度は、観測データとモデル計算値から二酸化炭素のフラックスを推定するモデル（イ

ンバースモデル）を開発し、亜大陸スケールで月平均フラックスの季節変動を計算した。インバ

ースモデルに使用する観測データには、米国海洋大気庁（NOAA：National Oceanic and Atmospheric 

Administration）の地球システム研究所（ESRL：Earth System Research Laboratory）が提供し

ているフラスコデータを採用した。更に、東アジアのフラックス解析の精度を高めるため、国立

環境研究所・地球環境研究センターが波照間及び落石岬の両ステーションで行っている連続観測

のデータも併せて使用した。インバースモデルに導入する大気輸送モデルには、全球規模のグリ

ッド型輸送モデルと地域規模のラグランジアン型輸送モデルを組み合わせた“結合モデル”を採

用した。 

 

 

［キーワード］ 地球温暖化、二酸化炭素、インバース計算、大気輸送モデル、フラックス 

 

 

１．はじめに 

 中国・東南アジアの各国の急速な経済発展は、大気汚染ガス（主として NOｘ）や温室効果ガス

（主として二酸化炭素）の排出の急速な増加をもたらしており、この 10 年間でほぼ 2 倍に達して

いる。現在、深刻な問題として取り上げられている地球温暖化を抑制するためには、これらの国々

の温室効果ガス排出量の削減が必須である。そのためには、統計データが不十分な国々でも、限

られた大気観測データから温室効果ガス排出量を地域・都市スケールで算出する手法が求められ

る。 

 現在、地球規模では百を超える二酸化炭素濃度の観測データから、二酸化炭素の発生源や吸収
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源を、全球を 20 または 64 領域程度に分割した分解能で推定する手法（大気輸送のインバースモ

デル）が成果をおさめている。最近では分解能を 100 程度にあげる努力がなされており、成果が

生まれつつある。更に、北米やヨーロッパでは地域レベルにこの手法を適用する研究が進んでい

る。しかし、これらのインバースモデルの手法は高密度の観測ネットワークを有する地域でない

と精度よく収支分布を推定できない。諸事情により、東アジアでは欧米のような高密度の観測ネ

ットワークを早急に形成できる見込みがない。しかしながら、国立環境研究所のモニタリングス

テーションなど、高度なモニタリング技術をもつ機関によって、二酸化炭素やメタンなどの温室

効果ガスだけでなく、一酸化炭素、酸素／窒素比、二酸化炭素やメタンの同位対比、ハロカーボ

ンや六フッ化硫黄など、多成分の観測データの蓄積がなされている。そのため、これらのデータ

を駆使することで観測点数が少ない東アジア等の地域においても、インバースモデルにより温室

効果ガスの発生・吸収の空間分布を、欧米地域並みの水準で推定できると期待される。 

インバース計算においては、インバースモデルに導入する大気輸送モデルの影響が結果に大き

く反映する。異なった大気輸送モデルが全球的な二酸化炭素の収支分布に与える影響の体系的な

評価の国際的な取り組みとして、TransComによる研究が知られている１）２）３) ４) ５）。東アジアの

ような地域的に温室効果ガスの収支分布の推定を行う場合、比較的低空間分解能な大気輸送のシ

ミュレーションに適したグリッド型輸送モデルと、高空間分解能なシミュレーションに適したラ

グランジアン型輸送モデルを併用することが有効であると考えられる。 

 

２．研究目的 

 本研究の目的は、限られた観測地点のデータしか有していない東アジア地域の温室効果ガスの

発生・吸収の空間分布を、可能な限り正確に推定することである。観測データの不足に関しては、

国立環境研究所・地球環境研究センターが波照間及び落石岬で行っている連続観測のデータで補

填する。従って、大量にある連続観測データを取り扱うことが可能であるインバースモデルの開

発が必要となる。 

 

３．研究方法 

 図1は本研究課題の研究手法の概要である。平成18年度、平成19年度は主に図中の“グリッド型

とラグランジアン型を併用した輸送モデル（結合モデル）”の開発を行った。その際、グリッド

型モデルにはNIES輸送モデル6)を、ラグランジアン型モデルにはFLEXPART7)を採用した。本研究課

題の最終年度にあたる平成20年度は、最終目的である“温室効果ガスの発生源のタイプと空間分

布”を定量的に導出するインバースモデルの開発に重点を置いて研究を行った。 
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図1 本研究課題における研究手法の概要（3ヵ年度分） 

 

 

(1) 結合モデルの概要 

結合モデルで温室効果ガス濃度を計算するには、ラグランジアン型粒子拡散モデル（FLEXPART）

で観測地点から放出された空気塊のバックトラジェクトリを計算しなければならない。バックト

ラジェクトリとは、放出時刻から時間を過去に遡って追跡した空気塊の軌跡であり、バックトラ

ジェクトリを計算することで我々は、空気塊が如何なる経路を辿って観測地点に到達したかを知

ることができる。この空気塊のバックトラジェクトリと地表面フラックスを用いることで、空気

塊が観測地点に到着するまでに、空気塊が内包する温室効果ガス濃度の変化量を計算することが

可能となる。以下に、どのような数式に基づいて濃度計算が行われるかを説明する。 

 空気塊が観測地点に到着するまでの、地表面フラックスの影響による、個々の空気塊中の温室

効果ガス濃度の収支の総和(ΔC)は式(1)のように表される8)。 
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ここで、Tbはバックトラジェクトリの追跡開始日時（濃度の観測日時）、Teはバックトラジェク

トリの追跡終了日時、M は放出した空気塊の総質量、Δz は鉛直方向に配置された最下層のモデ

ル・グリッドの高さ、Ny、Nxはそれぞれ緯度、経度方向のシミュレーション・グリッドの個数、

CFLEX(x,y,z)は経度方向ｘ、緯度方向ｙ、高度ｚに位置するシミュレーション・グリッド内の空気

塊密度である。ただし、高度方向の積分範囲の上限がΔzであるため、積分の対象となるグリッド

は最下層グリッドのみとなる。 

 

グリッド型とラグランジアン

型を併用した輸送モデル 
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式(1)におけるδC/δt はシミュレーション・グリッド内の温室効果ガス濃度の変化率であり、

それは地表面フラックス(F)を用いて式(2)のように与えられる。 
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                         式(2) 

 

式(2)を式(1)に代入しz に関して積分を行うと、以下の式(3)が導出される。 
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地域規模のラグランジアン型モデルであるFLEXPARTのみ（式(3)のみ）で、温室効果ガスの季節

変動といった全球規模の気象現象を再現するためには、最低でも3ヶ月程度のバックトラジェクト

リ計算が必要となる。しかし、インバースモデルに必要な空気塊の全バックトラジェクトリを3

ヶ月も計算することは膨大な計算資源を要するため、効率的な方法とは言いがたい。バックトラ

ジェクトリの現実的な追跡期間はせいぜい数週間程度である。 

そこで、全球規模のグリッド型モデルであるNIES輸送モデルを使用して、全球の温室効果ガス

濃度分布を計算し、下記の式(4)に基づいてバックトラジェクトリ追跡終了日時(Te)に、予め空気

塊中に含まれる温室効果ガス濃度(Cinit)を計算する。 
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式(4)において、ny、nx はそれぞれ緯度、経度方向のNIES輸送モデルのシミュレーション・グリ

ッドの個数であり、nz はNIES輸送モデルの鉛直レベル数である。CNIES はNIES輸送モデルで計算し

た温室効果ガスの全球の三次元濃度分布である。尚、式(4)の積分を行う際、FLEXPARTのグリッド

解像度をNX、NY、NZ からNIES輸送モデルのグリッド解像度nx、ny、nz にスケーリングする。 

結合モデルで最終的に求められる温室効果ガス濃度(C)は、式(5)のように式(3)で求めたΔCと

式(4)で求めたCinitを足し合わせたものである。 

 

                                  ( ) ( )einitb TCCTC +∆=                         式(5) 

 

式(5)に基づいて濃度を計算することにより、数週間程度のバックトラジェクトリからでも、観測

地点周辺のフラックスの影響による細かい濃度変化だけでなく、季節変動といった大規模な気象

現象も再現することが可能となる。 
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(2) インバースモデルの概要 

 結合モデルから計算される、温室効果ガス濃度の結果を左右する大きな要因のひとつは地表面

フラックスである。従って、地域的なフラックスの値を調整することで、モデル結果を実測値に

近づけることが可能である。このようなアプローチから地表面フラックスを決定するモデルがイ

ンバースモデルである。 

 本研究では、ベイズ統計学を応用したBayesian synthesis inversion9)（Bayesian インバージ

ョン）を用いてフラックスの推定を行った。この手法では、観測データ（D0）とインバースモデ

ルによって推定されるフラックス（ア・ポステリオリ・フラックス,S）を使用して、モデル計算

値（D=G･S,ここでGは輸送演算子マトリックス）と実測値との差異が減少するように、コスト関

数(F)を最小化する。フラックスの初期値（ア・プリオリ・フラックス）をS0、ア・ポステリオリ・

フラックスをSとすると、コスト関数は式(6)のように表される。 

式(6) 

 

ここで、CD
0は観測データの不確かさの共分散行列、CS

0はア・プリオリ・フラックスの不確かさの

共分散行列である。ちなみに、ア・ポステリオリ・フラックスの不確かさ(CS)は式(7)から数学的

に予測できる。 

 

式(7) 

 

本研究では、全球を64領域（陸域44領域、海域22領域）に分割し（図2）、各領域における二酸

化炭素の月平均フラックスをインバース計算より推定した。 

 

( ) ( ) ( ) ( )0
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( ) 111T −−− +⋅⋅= 0S0DS CGCGC
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図2 インバース計算によりフラックス推定を行った64領域 

 

インバース計算に使用する観測データは、米国海洋大気庁（NOAA）の地球システム研究所（ESRL）

が提供しているデータ10)を採用した。結合モデルはグリッド型モデルでは捕らえきれない観測デ

ータの細かい濃度ピークの変動も再現することが可能である（平成19年度報告書参照）。この結

合モデルの利点を生かすため、観測データは近似曲線化（データフィッティング）がなされてい

ないフラスコデータを使用した。更に、東アジア地域のフラックス推定の精度を高めるために、

国立環境研究所・地球環境研究センターが波照間及び落石岬の両ステーション（図3）で行ってい

る連続観測のデータ11)も併せて使用した。波照間の連続観測は1993年から、落石岬の連続観測は

1995年から行われているが､両観測ステーションの1年分のデータが揃っているのは1996年からで

ある。そこで、本研究ではインバース計算の端緒として1996年を対象年として選んだ。 



 

8 - 7

 

図3 波照間及び落石岬ステーションの所在地 

 

 多くのインバース計算で採用されている“batchモード”12)と呼ばれる解法では、計算の対象期

間に含まれる全ての観測データとモデル計算値を使用して、一度に全領域のフラックス推定値の

最適解を求める。従って、データ数が多ければ多いほど、計算に多くの時間を要する。例えば、

データの年平均値を用いて年平均フラックスを推定する場合と、月平均値を用いて月平均フラッ

クスを推定する場合では、後者の輸送演算子マトリックス(G)のサイズは前者の12乗倍大きくな

る。本研究では、月平均フラックスを推定する際に観測データの平均化は行わず、オリジナルの

データのまま用いた。従って、batchモードでインバース計算を行うには、扱う行列のサイズが大

きすぎるため、多くの計算資源が必要となる。この問題を避けるために、我々はBruhwiler等によ

って提唱されたアルゴリズムである“fixed-lag Kalman smoother technique”13)に基づいてイン

バース計算を行い、月平均フラックスを推定した。この手法では一定の時間窓を設け、設定した

時間窓内でのインバース計算を、時間窓を1月ずつずらして繰り返し行っていく。従って、時間窓

をNヶ月と設定した場合、各月の平均フラックスはN回推定されることになる。その際、M回目（M

≦N）のインバース計算には、M-1回目で推定されたフラックスをア・プリオリ・フラックスとし

て使用する。この手法を用いることで、計算資源を大幅に節約することができ、効率よくフラッ

クの推定を行うことができる。 

 

(3) ア・プリオリ・フラックス 

 本研究では、表1に示してある三通りのフラックセットを、ア・プリオリ・フラックスとして用

いインバース計算を行った。使用したフラックスの空間分解能は全て1˚×1˚（緯度×経度）であ

る。尚、フラックス1には表中に挙げたフラックスの他に、NIES輸送モデルによるインバージョン

から得られた補正フラックスも加えた。 
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表1 インバース計算で使用したア・プリオリ・フラックス 

 化石燃料燃焼起源 純生態系生産 大気－海洋間交換 

フラックス1 fossil9814) CASA15) Takahashi-200216) 

フラックス2 fossil98 CASA OTTM 

フラックス3 fossil98 Optimized CASA OTTM 

 

① Optimized CASAフラックス 

 純生態系生産とは、純一次生産（植物が光合成によって取り込んだ炭素量と呼吸によって放出

した炭素量の差）と従属栄養呼吸（森林内の微生物や動物などの呼吸）による放出炭素量の差の

ことである。純一次生産と従属栄養呼吸によって放出される炭素量は、CASAモデル内において最

大光利用効率と反応速度増加率といった二種類のパラメータでコントロールされている。

“Optimized CASA”はこれら二種類のパラメータを最適化することによって求められたフラック

スである。 

パラメータの最適値(p)は、Bayesian インバージョンに基づき、下記の式(8)で表されるコス

トファンクション(J)を最小化することで求めた。 

 

          J = (x- M(p))TCx
-1(x- M(p)) + (p-p0)

TCp0
-1(p-p0)         式(8) 

 

ここで、xは二酸化炭素の観測データ、M(p)は最適なパラメータより得られるフラックス

（Optimized CASA）から計算したNIES輸送モデルの濃度、p0はパラメータの初期値、Cx と Cp0 は

それぞれ観測値とパラメータ初期値の不確かさの共分散行列である。 

 Optimized CASAを得る際のア・プリオリ・フラックスとしては、van der Werf 等が熱帯地方の

森林火災や木質燃料燃焼による放出炭素量を考慮して最適化したCASAモデル17)を採用した。ただ

し、森林火災の経年変動は、純生態系生産の平均季節変動を得る際、その値に不規則性を生じさ

せてしまうため18)、全てのモデル・グリッドの火災発生率のパラメータ値にゼロを与えて森林火

災の影響を排除してインバース計算を行った。 

インバース計算に使用する観測データには、NOAA／ESRLの[GLOBALVIEW-CO2, 2007]19)データの

内、15ヵ所のサイトのものを選択した。サイトの地表面付近の濃度データと部分気柱量データの

二種類のデータセットでインバージョンを行ったところ、部分気柱量データを使用したインバー

ス計算の方から、より良く最適化されたフラックスが得られた。これは、NIES輸送モデルの鉛直

方向の拡散が弱いことに起因している。 

 

② OTTM フラックス 

海洋は、化石燃料の燃焼等により人為的に発生する二酸化炭素の相当数（およそ三割）を吸収

している。観測データは毎年 1.45 ペタグラムの二酸化炭素（炭素換算値）を取り込む吸収源とし

ての役割を、海洋が果たしていることを示唆している 20)。この吸収量は長期的なトレンドを示し

ながら変化しているが 21)、変則的に大きな変動も起こる。例えば、エルニーニョ現象が発生する

年では通例、その吸収量は 0.6 ペタグラム程度増加する 22)。 

海面における海水の二酸化炭素分圧(pCO2)は多くの船舶により各海域で観測されており、pCO2
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の分布や大気－海洋間フラックスのデータは Takahashi 等のデータベースに収められている。し

かし、数年以上にわたる期間において観測が行われているのは北太平洋といった主要な海域に限

られている。1995 年に開始された北太平洋域における船舶による観測プログラムは現在も継続さ

れており、当該地域の海水及び大気中 pCO2の変動に関する貴重な情報を提供し続けている。この

観測は日本と米国、また他のアジア太平洋地域の国々との間を定期航行する貨物船により行われ

ている。 

複数年にわたる北太平洋での pCO2観測データは、海面 CO2フラックスの経年傾向や pCO2の季節

変動を調査するにあたり大変重要であり 23)、これらの観測データを使用して生物地球化学大循環

モデルより pCO2計算値の調節や修正をすることも可能である。pCO２の計算には、シンプルな生物

地球化学モデルを使用した。このモデルは再解析海流データを基にする海洋大循環モデル（OGCM：

Ocean General Circulation Model）と連動する。OGCM では、海水の物理的循環のシミュレーシ

ョンは Valsala 等 24)が開発したオフライン海洋輸送モデル（OTTM：An off-line Ocean Tracer 

Transport Model）により行われる。OTTM では、三次元空間での循環速度や温度、塩分濃度に加

え他の物理的パラメータを海流再解析データより取り入れ、大気－海洋間の気体交換により平衡

が保たれている溶存無機炭素（DIC：Dissolved Inorganic Carbon）をトレーサーとし、その濃度

が計算される。海水中の DIC は、CO3
-2 、HCO3

-1 、溶存する CO2から成る。これら DIC の構成系は

モデル内で 1 つのトレーサーとして扱われる。また、化学反応のシミュレーションは、第二次海

洋炭素循環モデル比較プロジェクト（OCMIP-II：Ocean Carbon-Cycle Model Intercomparison 

Project-II）で使用された溶解ポンプモデルと、生態系モデル 25)により行われる。 

海流再解析データに関しては、米国プリンストン大学地球物理流体力学研究所より提供されて

いるものを使用した。このデータは気候モデル（CM2.1）と連動するモジュラー海洋モデル（MOM4 

–SIS）により処理される。再解析処理の中では、モデル計算の海水温度プロファイルを米国海洋

デ ー タ セ ン タ ー の 提 供 す る 観 測 値 に 同 化 し て い る 。

（http://nomads.gfdl.noaa.gov:9090/dods/GODAEOcean Assimilation/om3siscoreassimv7c/） 

トレーサーである DIC 濃度を線形処理する簡易な生態系及び化学アルゴリズムを用いると、随

伴行列は比較的容易に得ることができ、それを用いて pCO2モデル計算値を観測値に調整すること

が出来る。計算値と観測値の調整には、Ikeda 等 26)の手法に似たコスト関数を低減する同化方法

を用いた。この方法は以下の(a)～(c)の段階に分かれている。 

 

(a)海洋輸送モデルの計算を初期設定日時より同化が必要な 2 ヶ月の区切りまで実行する。海面の

pCO2や DIC、その他の変数は船舶観測の航路に沿って計算、保存される。計算期間の区切りを

2 ヶ月としたのは、海面 pCO2は比較的早く大気と平衡になるためであり、またそれにより長期

の逆計算において随伴行列は初期値に対し僅かな調整しかできないためである。 

(b)観測値－モデル計算値間の不均衡シミュレーションは終了 60 日目から 1 日目へと逆方向に計

算される。ここでは混合と拡散の方向を変更せずに海流の向きのみを反転させ、モデル計算を

逆の時間方向に実行するという方法を使った。この手法は Fukumori 等の示す方法 27)に類似す

る。モデルのコントロール変数は DIC のみである。海面 pCO2観測値は、再解析データに含ま

れる海面高度と海面塩度を基にして相当する二酸化炭素濃度に変換される。DIC の生物系及び

真水フラックスに対する感度は線形に保たれており、これらのフラックスは随伴行列に線的に
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貢献する。 

(c)コスト関数は下降型アルゴリズム 28)を用いて最小化される。このアルゴリズムでは、それぞ

れの反復において初期値がコスト関数の勾配により修正される。この反復は航路におけるモデ

ル pCO2計算値の不均衡がある基準より低くなるまで繰り返し行われる。 

 

上記(a)～(c)の手順を基にして、1996 年から 2004 年までのデータに関してモデル計算値の同化

を行い、pCO2の月平均値及び大気－海洋間の月平均 CO2フラックスを求めた。 

 

(4) 結合モデルのシミュレーション条件 

① FLEXPARTのシミュレーション条件 

FLEXPARTのモデル空間分解能は水平方向が0.5˚×0.5˚、鉛直方向には3個のグリッドを、0（地

表面）～300 m、300 m～2,000 m、2,000 m～10,000 m の間隔で配置した。各観測サイトから放

出する空気塊の個数は10,000個、軌跡の追跡期間は1週間とした。また、気象データは気象庁の

気候データ同化システム（JCDAS：JMA Climate Data Assimilation System）の再解析データを

使用した。 

② NIES輸送モデルのシミュレーション条件 

NIES輸送モデルの空間分解能は、水平方向2.5˚×2.5˚、鉛直方向はσ座標（気圧座標を地表面

気圧で規格化した座標系）で15層、上端は0.03σである。モデルに入力する気象データは米国国

立環境予報センター（NCEP：National Centers for Environmental Prediction）の客観解析デー

タを使用した。 

 

４．結果･考察 

(1) NOAA／ESRLフラスコデータとア・プリオリ・フラックスを用いた計算値の比較 

インバース計算を行う際、大気輸送モデルが十分正確であることが前提となる。少なくとも、

人為的汚染の影響の少ないサイト（バックグラウンドサイト）において、実測値と計算値の季節

変動が一致することが望ましい。図4,5,6はそれぞれ高緯度、中緯度、低緯度に位置する代表的な

3ヵ所のバックグラウンドサイト（高緯度：アラート,カナダ 中緯度：マウナロア,ハワイ 低緯度：

昭和基地、南極）における、ESRLフラスコデータと計算値との比較である。図を見ると、細かい

ピークに関しては実測値と計算値の間に多少の違いが見られるが、季節変動はほぼ一致している。

また、フラックス1を用いた計算値とフラックス2,3を用いた計算値を比較すると、夏場は両者と

の間にほとんど差異はないが、冬場は若干の違いが見られる。これは、おそらく夏場よりも冬場

の方が海風が強いために、使用した海洋フラックスの違いの影響が現れているものと思われる（フ

ラックス1：Takahashi-2002 フラックス2,3：OTTM）。 
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図4 アラート（北緯82.45度,西経62.51度）の二酸化炭素濃度変動 

 

 

図5 マウナロア（北緯19.54度,西経155.58度）の二酸化炭素濃度変動 

 

 

図6 昭和基地（南緯69.00度,東経39.58度）の二酸化炭素濃度変動 

(2) インバース計算の結果 

① フラックス推定回数と推定値の関係 

本稿3章2節“インバースモデルの概要”で述べたように、fixed-lag Kalman smoother technique 

に基づいたインバース計算では時間窓をNヶ月と設定した場合、各月のフラックスはN回推定され
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ることになる。図7～図10は全64領域の中で全球を代表し得る4領域（陸域3：アラスカ地方、陸域

7：アメリカ合衆国北西部、陸域10：アマゾン川下流地域、海域5：太平洋東部赤道付近）の7月の

フラックスを、時間窓を6ヶ月として推定した場合の、推定回数に対する計算結果の依存性を示し

ている。尚、ア・プリオリ・フラックスとしてはフラックス1を使用している。領域10（アマゾン

川下流地域）を除いた3領域のフラックスに関しては、1回目の推定から2回目の推定で大幅にその

値が変動し、後の4回の推定ではそれほど大きな変化は見られない。フラックス推定値の不確かさ

に関しては、どの領域も一回目の推定から二回目の推定で大きく減少したあとは、ほぼ一定の値

となり、最後の推定で再び減少するといった傾向が見られる。尚、時間窓を4ヶ月とした場合も、

時間窓が6ヶ月と同様の結果が得られた（図11～図14）。 

 

 

図7 陸域3（アラスカ地方）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：6ヶ月） 

 

図8 陸域7（アメリカ合衆国北西部）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：6ヶ月） 
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図9 陸域10（アマゾン川下流地域）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：6ヶ月） 

 

 

図10 海域5（太平洋東部赤道付近）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：6ヶ月） 

 

 

図11 陸域3（アラスカ地方）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：4ヶ月） 



 

8 - 14

 

図12 陸域7（アメリカ合衆国北西部）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：4ヶ月） 

 

 

図13 陸域10（アマゾン川下流地域）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：4ヶ月） 

 

 

図14 海域5（太平洋東部赤道付近）のフラックスと不確かさの推定回数依存性（時間窓：4ヶ月） 
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② 時間窓の間隔がインバース計算に及ぼす影響 

 fixed-lag Kalman smoother technique に基づいてインバース計算を行う場合、設定した時間

窓の違いによって、得られるフラックスの推定値が異なることが予想される。図15～図18は、前

述の4領域のフラックスを6種類の時間窓（1～6ヶ月）を使用して推定した結果である。 

 

 

図15 陸域3（アラスカ地方）のフラックス（上段）と不確かさ（下段） 

 

図16 陸域7（アメリカ合衆国北西部）のフラックス（上段）と不確かさ（下段） 
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図17 陸域10（アマゾン川下流地域）のフラックス（上段）と不確かさ（下段） 

 

 

図18 海域5（太平洋東部赤道付近）のフラックス（上段）と不確かさ（下段） 
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図を見ると、どの領域に関しても時間窓1ヶ月のフラックス推定値と他の推定値との間には明確

な違いが確認でき、時間窓3ケ月でほぼ推定値は収束していることが分かる。フラックス推定値の

不確かさに関しても同様のことが言える。計算結果の精度と計算時間の両方を考慮に入れると、

時間窓は3ヶ月が妥当であると考えられる。以下、本稿で示す計算結果は全て時間窓を3ヶ月とし

て計算したものである。 

 

③ 全64領域の月平均ア・ポステリオリ・フラックス 

 図19～図42は全64領域のア・ポステリオリ・フラックスである。図19～図30は全44陸域のフラ

ックス、図31～図42は全22海域のフラックスを示している。 

 アジア地域（陸域26,29～34）に注目してみると、東アジア南部（陸域32）はほぼ毎月二酸化炭

素の放出源となっているのに対し、他の地域に関しては、冬場は放出源、夏場は吸収源となる季

節変動が見てとれる。これは、人為的な活動が活発な東アジア南部では、化石燃料の燃焼に伴う

二酸化炭素の排出量が、植物の光合成による吸収量を上回っていることを示唆している。 

 海域に関しては、東太平洋の熱帯域（海域5,6）が年間を通して二酸化炭素を排出していること

が興味深い。これは赤道付近においてDICが多い海水が深層より海面へ上昇してくることに由来し

ている29)。 

 

 

 

図19 全44陸域の1月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図20 全44陸域の2月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図21 全44陸域の3月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図22 全44陸域の4月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図23 全44陸域の5月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図24 全44陸域の6月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図25 全44陸域の7月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図26 全44陸域の8月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図27 全44陸域の9月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図28 全44陸域の10月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図29 全44陸域の11月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図30 全44陸域の12月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図31 全22海域の1月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 



 

8 - 24

 

図32 全22海域の2月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図33 全22海域の3月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図34 全22海域の4月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図35 全22海域の5月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図36 全22海域の6月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図37 全22海域の7月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図38 全22海域の8月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図39 全22海域の9月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図40 全22海域の10月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

 

図41 全22海域の11月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 
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図42 全22海域の12月のア・ポステリオリ・フラックス 

（上段：フラックス1,中段：フラックス2,下段：フラックス3） 

 

 

④ 波照間・落石岬の連続観測データがフラックス推定値に及ぼす影響 

 インバースモデルにおいて計算に使用する観測データ数が多いほど、得られるフラックス推定

値の精度は増してくる。国立環境研究所・地球環境研究センターが行っている、波照間・落石岬

での温室効果ガス観測は連続観測システムで行われているため、NOAA／ESRLのフラスコデータよ

りもデータ量が多い。本節では、波照間・落石岬の連続観測データがインバース計算の結果に及

ぼす影響について言及する。 

 図43～図51はインバース計算で得られた各月のフラックス推定値である（ア・プリオリ・フラ

ックスはフラックス1）。図中の実線は波照間・落石岬の連続観測データを使用した結果、点線は

使用せずに得られた結果である。尚、図中のエラーバーは各月のフラックスの不確かさを表して

いる。 

 図43～図45に示してあるような、波照間・落石岬から遠く離れた地域のフラックスに関しては

実線と点線の間に大差は見られず、各月のフラックスの不確かさにも大きな違いはない。一方、

図46～図51に示したような、波照間・落石岬に近い地域のフラックスに関しては、実線と点線の

間に明確な違いがあり、連続観測データを使用した結果の方からより多く不確かさの小さいフラ

ックス推定値が得られている。特に落石岬に近い陸域26（東アジア北部）や波照間に近い陸域32

（東アジア南部）では、ほぼ全ての月に関して実線の方が点線よりもエラーバーの幅が狭くなっ

ており、不確かさが減少している。 
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図43 陸域3（アメリカ合衆国北西部）のフラックス季節変動 

 

 

図44 陸域10（アマゾン川下流地域）のフラックス季節変動 

 

 

図45 海域5（太平洋東部赤道付近）のフラックス季節変動 
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図46 陸域26（東アジア北部：ロシア南東部）のフラックス季節変動 

 

 

図47 陸域32（東アジア南部：中国東部・韓国・日本）のフラックス季節変動 

 

 

図48 陸域33（東南アジア：インドネシア諸島）のフラックス季節変動 
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図49 陸域34（東南アジア：インドシナ・マレー半島）のフラックス季節変動 

 

 

図50 海域1（太平洋：北緯15度～30度）のフラックス季節変動 

 

 

図51 海域2（太平洋：北緯30度～60度）のフラックス季節変動 
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⑤ ア・ポステリオリ・フラックスによる二酸化炭素濃度 

図52と図53はそれぞれ波照間と落石岬の二酸化炭素濃度の実測値と計算値である。計算値に関

しては、ア・プリオリ・フラックスから得られた結果と、ア・ポステリオリ・フラックスから得

られた結果を示してある。 

 

 

 

図 52 波照間の二酸化炭素の濃度変動 

フラックス 1（上段）,フラックス 2（中段）,フラックス 3（下段） 

実測値(左),計算値-ア・プリオリ・フラックス(中),計算値-ア・ポステリオリ・フラックス(右) 

 

 

 

図 53 落石岬の二酸化炭素の濃度変動 

フラックス 1（上段）,フラックス 2（中段）,フラックス 3（下段） 

実測値(左),計算値-ア・プリオリ・フラックス(中),計算値-ア・ポステリオリ・フラックス(右) 
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グラフからでは、ア・プリオリ・フラックスからの結果とア・ポステリオリ・フラックスから

の結果との間に大きな違いは確認しづらいが、ア・プリオリ・フラックスからの結果に見られる

幾つかの夏場の鋭い濃度減少のピークがア・ポステリオリ・フラックスからの結果では幾分弱ま

っている。 

 表2と表3はそれぞれ波照間と落石岬の実測値と計算値との相関係数である。尚、相関係数を計

算する前に、移動平均法によって実測値及び計算値から季節変動は除去してある。表より、ア・

ポステリオリ・フラックスから得られた計算値の方がア・プリオリ・フラックスから得られたも

のよりも、実測値と良い相関を示している。実測値とア・プリオリ・フラックスからの計算値と

の相関係数を見ると、フラックス2とフラックス3はほぼ同程度の値であるが、フラックス1は他の

二つより若干良い相関を示している。これは、フラックス1には補正フラックスが加味されている

ことが理由のひとつと考えられる。しかし、実測値とア・ポステリオリ・フラックスからの計算

値との相関係数に関しては、フラックスセット間で相関係数の値に違いは殆ど見られない。 

 

表 2 波照間の季節変動を除去した実測値と計算値の相関係数 

 フラックス 1 フラックス 2 フラックス 3

実測値－計算値(ア･プリオリ･フラックス) 0.501 0.446 0.443 

実測値－計算値(ア･ポステリオリ･フラックス) 0.569 0.557 0.569 

 

表 3 落石岬の季節変動を除去した実測値と計算値の相関係数 

 フラックス 1 フラックス 2 フラックス 3

実測値－計算値(ア･プリオリ･フラックス) 0.410 0.379 0.379 

実測値－計算値(ア･ポステリオリ･フラックス) 0.513 0.508 0.504 

 

 

５．本研究により得られた成果 

観測データとモデル計算値から二酸化炭素のフラックスを推定する新規のインバースモデルを

開発し、同モデルを利用して亜大陸スケールで月平均フラックスの季節変動を計算した。インバ

ースモデルにラグランジアン型大気輸送モデルを導入することで、観測地周辺からの影響による

汚染イベントもフラックスの推定に考慮され、また“fixed-lag Kalman smoother technique”の

アルゴリズムを適用することで大量の観測データをインバース計算に使用できるとともに、フラ

ックスの経年変化も推定可能となった。このようなインバースモデルは世界でも類を見ないもの

である。 

本研究では、主に東アジア地域の二酸化炭素排出量をより正確に知るために、国立環境研究所・

地球環境研究センターが波照間及び落石岬の両ステーションで取得している連続観測データを利

用してインバース計算を行い、月平均フラックスの推定を行った。その結果、両ステーションの

連続観測データが、東アジア地域のフラックス推定に大きな影響を及ぼし、得られる推定値の不

確かさを大幅に減少することが確認された。また、波照間と落石岬の二酸化炭素濃度をインバー

ス計算によって得られたフラックスから計算し、実測値との相関係数を求めたところ、ア・プリ
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オリ・フラックスから計算した濃度よりも良い相関を得ることができた。 

本報告書では、波照間及び落石岬の連続観測データが一年分揃った最初の年である1996年をイ

ンバース計算の対象年としたが、両ステーションでは現在も連続観測が行われている。従って、

それらの観測データと本研究で開発したインバースモデルを使用することで、10年以上の長期間

に及ぶ東アジア地域のフラックスの経年変動を、精度の高いインバース計算によって推定するこ

とが今後期待される。 
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